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第１章 はじめに 

 

我が国の国土は、気象、地理的に極めて厳しい条件下にあり、21 世紀に入ってから

最大震度６強以上の地震がすでに５箇所で起きており、また、記録的な集中豪雨による

浸水被害が頻発するなど、近年、災害が多発する傾向にある。一方、防犯や交通安全等

の日常の安全・安心についても、子供の犯罪被害への不安や、高齢者の安全・安心な生

活環境等が問題となっている。 

また、少子高齢化、人口減少時代の到来、地球温暖化問題に対する取組みとして、集

約型都市構造への転換等、今後の都市計画や市街地整備のあり方についても検討が進め

られているところである。さらに、都市部のターミナル駅周辺等において高層建築物や

地下街の集積が進んでおり、このような高度利用市街地における災害時の安全性の確保

や、戦後に整備されてきた道路、河川、下水道等の公共施設が更新時期を迎えつつあり

効率的・効果的な維持管理・更新が重要な課題となっている。 

これまでの安全・安心まちづくりに関する取組みは、個別施設等分野ごとの対策が中

心であったといえるが、今後は、災害リスクの高まり、人口減少の進展等の近年の都市

を巡る情勢変化を見通しつつ、安全・安心の観点からのまちづくりの将来像をもって、

ハード、ソフトの両面を含め、分野を横断した総合的な取組みを進めることが必要であ

ると考えられる。 

以上を踏まえ、「安全で安心して暮らせるまちづくりの推進方策」について、専門的

に検討を行う必要があることから、都市計画部会に「安全・安心まちづくり小委員会」

を設置し、これまでに小委員会を○回開催し検討を行ってきた。本中間とりまとめは、

自然災害のリスクの高まりや人口の減少等を前提とし、安全で安心して暮らせるまちづ

くりの実現に向けた具体の推進方策の検討にあたっての方向性を示す「安全・安心まち

づくりビジョン」としてとりまとめたものである。本中間とりまとめを踏まえ、「安全

で安心して暮らせるまちづくり推進方策」について、引き続き小委員会で検討を進め、

最終的なとりまとめを行う予定である。 

なお、当安全・安心まちづくり小委員会は都市計画部会の下に設置されたものであり、

本中間とりまとめは今後の都市行政における具体的な推進方策の検討にあたっての方

向性を示すものであるが、安全で安心して暮らせるまちづくりは都市行政のみで対応で

きるものではなく、関連分野との連携が求められるため、都市行政以外の分野について

も、安全・安心まちづくりの観点から期待される事項について検討を行った。安全で安

心して暮らすためには、雇用や福祉、災害、事故等の様々な分野の取組みが求められる

が、本小委員会における検討は都市空間の整備と密接に関わる災害や事故等を対象にし

ている。 

今後、安全で安心して暮らせるまちづくりに向けて、本中間とりまとめに示した方向

性に基づき具体の推進方策の検討を行い、施策が具体化されることを期待する。 
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（「安全・安心まちづくり」とは） 

人々が生活し多様な活動が行われている都市においては、災害や事故等、様々なリス

クが存在し、被害に見舞われる可能性がある。被害には、直接的な被害として、人的被

害、物的被害があり、その原因として、自然現象、社会的要因が挙げられる。また、都

市活動を支える機能を有する施設の物的被害は、経済活動の停滞、生産の停止等の間接

的な被害へと波及すると考えられる。 

都市における被害は、原因となるハザード（外力）と脆弱性（社会の弱さ）との関係

で「被害＝ハザード×脆弱性」と表現することができ、ハザードである自然現象は人間

の力でコントロールすることはできないが、脆弱性は減少させることが可能である。安

全で安心して暮らせるまちづくりの実現のためには、市街地における防災環境軸の整備

や堤防整備等のハード整備で対応する方法や、リスクの高いところでは宅地等の利用を

避けるなど都市自体をハザードを受けやすい地域から離す方法等によって、都市の持つ

災害等に対する脆弱性を減少させることが必要である。 

 

・ハザード   ：自然現象（地震、豪雨、津波、高潮、大雪、噴火など）や社会的要因（犯罪、事故な

ど）などの被害のきっかけとなるもの 

・脆弱性    ：都市構造（密集市街地の存在、オープンスペースの不足、氾濫原の市街化、耐震性の

不足、排水能力の不足、地下利用の増加など）や社会構造（地域力の低下など）など

のハザードに対する社会の脆さや弱さ 

・被害     ：人的被害（生命、身体、精神）や物的被害（建物(住宅､事務所､工場､学校･病院等の

公的施設等)、交通施設（道路、鉄道、港湾、空港等）、供給処理施設（電気、ガス、

上水道、下水道）・情報通信施設） 

・リスク    ：被害が発生する可能性 

・リスク情報  ：ハザード、脆弱性、被害、リスクに関する情報 

 

 

防災については、時間の経過とともに、 

①災害予防（災害発生前の公共施設の整備・点検や建物の耐震化・不燃化、防災訓  

練の実施、ハザードマップの提供など） 

②災害応急対応（発災直後の救急、救援など） 

③災害復旧・復興 

の段階があり、それぞれの段階において適切な対応を行うことが被害の軽減につながる。

災害予防では、道路や堤防等の公共施設の整備や耐震化等、災害を抑止するための対策

とあわせ、発災時に円滑に避難できるようにするためのハザードマップの提供や避難場

所の整備、復旧・復興を円滑に進めるための対応計画や支援制度を整備しておくことな

ど、災害応急対応や災害復旧・復興の段階のための事前の準備も重要である。また、災

害復旧・復興は、次の災害に対する予防につながる。 
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今後、安全で安心して暮らせるまちづくりを実現するためには、都市（周辺の農地・

自然等を含む）をどのように形成し、つくり変え、使っていくかという観点から、各種

ハザードに対する都市の脆弱性を減少させる具体の推進方策について検討することが

重要である。 



  6 

 

第２章 都市の安全・安心をめぐる状況と課題 

 

２－１．これまでの取組みと現状 

 自然災害への対応や事故対策や防犯等の日常の安全性の向上に関する取組みは、様々

な部局で取組まれているが、都市計画、都市整備の分野における取組みを中心に、これ

までの概況と現状について述べる。 

 

（１）自然災害への対応 

（自然災害に対して脆弱な我が国の都市） 

我が国は、地震、火山活動が活発な地域に位置し、世界の 0.25％という国土面積に

比して、マグニチュード６以上の地震の発生回数は世界全体の 20.8％を占めており非

常に高く、また、地理的、地形的、気候的諸条件から、台風、豪雨、豪雪等による自然

災害が発生しやすい環境である。 

このような状況下において、防災関連の制度や施設の整備等により、自然災害に対す

る安全性は向上し、死者・行方不明者数は長期的には逓減傾向にある。しかし、ひとた

び阪神・淡路大震災のような対応力を上回る外力が人口が集積している地域で発生する

と、甚大な被害が生じている。また、近年、切迫性が指摘されていなかった地域におい

て地震が起きているとともに、三大都市圏に大地震が発生する切迫性は高いといわれて

いる。水害の危険性については、我が国の人口の約 50％、資産の約 75％が、国土の約

10％である洪水氾濫区域に集中し、約 540 万人が海抜ゼロメートル地帯に居住している。

加えて、都市において局地的大雨や集中豪雨による被害等が発生しており、今後、集中

豪雨の発生回数の増加や雨量の増加等、地球温暖化に伴う気候変動によって自然災害の

リスクが更に高まり被害につながる可能性がある。 

 

（予防の取組み） 

情報の整備 

 洪水や地震、土砂災害、火山等の各種ハザードマップが作成されており、各種災

害による被害想定と避難場所等が明示され、住民等の地域の人々に配布されている。

このように、災害リスク情報は、避難のための情報として主に活用されているが、

都市の脆弱性を把握し、予防や減災のための基礎資料として、まちづくりに活用す

ることが求められる。 

 

震災対策 

都市計画道路や都市公園の整備、市街地再開発事業や土地区画整理事業等の面整備

事業等の各種施策を講じ、避難地、避難路の確保、下水道等の公共施設や建物の耐震

化等を行い、市街地の総合的な防災性の向上を図っている。  

密集市街地の解消については、平成 13 年に都市再生プロジェクトにおいて、特に

大火の可能性の高い危険な重点密集市街地を 10 年間で最低限の安全性を確保するこ
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とが決定され、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律の改正や、各

種支援制度の拡充に取組んでいるところであるが、進捗は平成 19 年末時点で 35％で

あり、平成 23 年度までの目標達成は厳しい見通しである。現行の支援制度等の積極

的な活用により、さらに取組みを推進するとともに、進捗状況等を点検し課題の検証

と安全性の確保のための対応策について検討することが必要である。 

阪神・淡路大震災、新潟県中越地震等において大規模盛土造成地で滑動崩落によ

る被害が多発したことを受け、その後の研究で、崩落のメカニズム等の技術的知見

が高まったことから、平成 18 年度、宅地造成等規制法を改正し耐震性を確保するた

めの基準を定め、また、変動予測調査や滑動崩落防止に対する支援を講じている。

しかしながら、同法改正後、宅地ハザードマップの公表は平成19年度末時点で約１％

にとどまっているため、取組みの促進が課題である。 

 

水害・土砂災害対策 

水害対策については、都市の浸水対策として河川や下水道の整備、津波や高潮に対

して防波堤や防潮堤の整備等を行い、土砂災害対策として急傾斜地等の整備等に取り

組んできた。 

都市の浸水対策の進捗については、近年床上浸水被害を受けた約９万戸のうち、被

災時と同程度の降雨に対して、河川や下水道の整備によって５年間に床上浸水被害が

解消された戸数は、約３万戸である。 

また、集中豪雨の多発や都市化の進展に伴う短時間に大量の雨水が流出するリスク

の増大や、今後の気候変動による豪雨や台風の強度の一層の増大等を踏まえると、こ

れらに対しては施設整備だけで対応することは困難となっている。 

 

雪害対策 

雪害対策に関しては、下水処理水の消融雪用水への活用や雨水の排水路を利用した

流雪水路等の整備等による積雪対策や、積雪・堆雪に配慮した体系的な都市内の道路

整備、冬季の地震災害時に避難所等として活用可能な屋内活動施設を備えた都市公園

整備等に取り組んでいる。 

また、過去 10 年間の自然災害における犠牲者の 36.4％（434 人）を雪害が占めて

おり、特に高齢者を中心に屋根の雪下ろしの作業中の事故が多く、今後、雪害による

犠牲者を減らすためには、ハード整備とともに、高齢者が無理することなく除雪でき

る体制の整備促進が課題である。 

 

（復旧・復興の取組み） 

前述のような発災前の対策に加え、災害発生後の公共施設の復旧、堆積土砂や浸水し

た水の排除、降灰の除去を速やかに行うための取組みを行っている。また、最低限の復

旧だけでなく、復興によるまちの活性化が重要との認識の下、復興まちづくりに対する

支援制度を創設し、復興に向けた取組みを支援している。 
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（２）日常の安全性の向上への対応 

 

（事故対策） 

日常の安全性の向上への対応について、道路については歩道の設置・拡幅や、連続立

体交差化による踏切除却等により安全性の向上を推進している。ただし、交通事故によ

る死者数は減少しているものの、歩行中、自転車走行中の事故死者数に占める高齢者の

割合は７割近く、今後とも誰もが安全に歩行できる空間の整備が求められる。 

また、都市公園の遊具施設による事故や、下水道管の老朽化等による道路の陥没が起

きており、公園管理者による長寿命化を含めた公園施設の安全確保や下水道管の長寿命

化対策を推進しているところである。 

 

（バリアフリー化） 

都市公園や交通結節点、建物等の各種施設のバリアフリー化の推進により、高齢者や

障害者等の移動等の円滑化を図っているところである。高齢社会の到来によりバリアフ

リー化の推進が重要であるとともに、観光や労働等で来日する外国人が増加しているこ

となどからも、ユニバーサルデザインの考え方を踏まえ、平常時・非常時ともに、身体

的状況、年齢、国籍等を問わず、可能な限り全ての人が利用しやすい生活環境、移動環

境の整備・改善に取組むことが重要である。 

 

（防犯まちづくり） 

刑法犯認知件数は、近年では減少しているものの依然として昭和 40 年代の 1.5 倍を

超える高い水準にあるとともに、検挙率も 30％程度と低い水準にある。また、多くの

人が子供の犯罪被害の不安を感じており、地域の人の視線が届かなくなることが問題と

なっている。都市における犯罪発生をまちづくりの観点から予防するため、防犯の視点

を計画段階から取り入れた設計の配慮や地域における防犯マップの作成、防犯パトロー

ル等ソフト対策を行うことが有効であり、より安全・安心を備えたコミュニティ形成が

重要である。 
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２－２．社会的状況の変化と都市の安全・安心に関する新たな課題 

少子高齢化、人口減少社会の到来、豪雨等のハザードの増大、公共事業に対する財政

的制約、地域の体制の変化等の社会的状況の変化により、次のような新たな課題があり、

今後は、これらを踏まえ、既存施策の改善や充実などを図りつつ、安全で安心して暮ら

せるまちづくりに取組むことが必要である。   

 

（１）ハザードの増大等に対応する分野ごとの施設整備の限界、総合的な取組み 

未知の断層の活動による地震や計画を上回る集中豪雨など、これまでの施設整備の想

定を上回るようなハザードの増大が懸念されている。また、戦後の高度経済成長ととも

に整備されてきた公共施設が老朽化し、適切な維持管理・更新が行われなければ、事故

や機能障害による都市活動の低下などを引き起こすおそれがある。一方、近年、高齢化

に伴う社会保障関係費の増大などに伴い、公共事業関係費に対する制約は厳しくなって

いることから、今後、自然災害のリスクの高まりなどに対応するための公共施設のみに

よる対応や、これらの質を維持することは困難となることが予想される。よって、公共

施設の整備に加え、都市の脆弱性を小さくするようなハード・ソフトの多様な手法を講

じて、総合的に取組むことが重要である。 

なお、技術開発による安全度の向上や、知見の積み重ねによる技術基準の強化によっ

て、ハザードを施設によって防御する性能が向上してきているため、老朽化した公共施

設の更新は安全性を高める好機ととらえることができる。 

 

（２）災害対応力の低下と新しい地域力の活用 

高齢化率の高まりとともに高齢者世帯も増加し、災害時要援護者が増え、円滑な避

難・応急対応が困難となることが想定される。また、公共施設整備によって安全性が高

まったことによって災害対応の経験や知見が減っており、的確な判断や行動ができず被

害が拡大することも懸念される。さらに、人口減少・高齢化により自治会等の従来型の

地域コミュニティの衰退や、都市においては地域の人との付き合いが希薄化し、消防団

員や水防団員が減少しているなど、地域における災害対応力が低下している。 

一方、まちづくりＮＰＯの取組み等まちづくりへの関心の高まりが見られるとともに、

退職によって地域活動に参加する時間のゆとりのある人が増加している。また、業務地

をはじめとして住民が少ない地区もあり、住民を中心とした組織だけでなく、企業を含

めた対応が重要である。よって、地域力の強化に向けて、企業やＮＰＯ、退職者等、地

域の人的資源を活かすことが有効である。 

 

（３）情報技術の進歩とリスク情報の活用 

調査研究や技術開発により、ハザードや都市の脆弱性に関する知見が集積されるとと

もに、予測や情報伝達技術が進歩し、災害に関するハザードや脆弱性等のリスク情報の

精度や活用方法が充実しつつあるが、整備が遅れている分野がある。また、整備された

リスク情報は、住民の防災意識の啓発や避難対策への活用が進められているが、まちづ

くりには十分に活かされているとはいえない。これは、リスク情報を行政内部で共有す
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るような体制となっていないことや、リスク情報がまちづくりに活かされやすい精度や

表現で提供されていないといった要因があると考えられる。 

安全で安心して暮らせるまちづくりに向けて、リスク情報の整備、表現等の工夫を進

めることが重要である。 

 

（４）都市構造の変化を踏まえた脆弱性の把握と対応 

上述のような変化に加え、都市構造についても変化が見られる。 

戦後、都市部においては人口増加等による開発圧力によって、必ずしも安全性が高く

ない地域の宅地化が進展したが、最近では、中心市街地の空洞化、郊外での商業開発の

進展、密集市街地や郊外住宅地における急速な高齢化や居住者の減少等が起きている。

中心市街地や郊外住宅地の衰退は、防災や防犯の視点から問題といえる。一方、宅地供

給量は減少傾向にあり、空き家数は増加していることから、人口減少によって、今後、

必要とされる宅地面積が減少する可能性があるため、新たに遊休となる宅地を活かすこ

とによって、都市構造を課題解決に向けて変える選択肢がひろがる可能性がある。 

このような平面上のひろがりの変化だけでなく、地下から上空までの上下方向への空

間のひろがりや、各種施設の連続化なども見られる。大都市において、高層建築物や地

下空間が増加し、特に、拠点となる駅周辺では、商業・業務施設や鉄道駅等の様々な用

途の空間が高密度に集積し、連続している。これらは集合体として、災害発生時の円滑

な避難等の安全性が十分に検討できていないため、災害に対する脆弱性が増しているこ

とが懸念されている。 

さらに現代社会は、経済活動等が広範囲にひろがっているため、一部地域における物

流や交通手段、情報網等の途絶、企業活動の停止によって、その影響が全国さらには海

外にまで波及するおそれがある。 

よって、都市の脆弱性の把握と課題に応じた対応が必要とされている。 

少子高齢化、人口減少社会に対応し、拡散型都市構造から集約型都市構造への転換の

動きなどが見られ、社会的状況の変化を踏まえ都市の将来像を描く時期を迎えており、

脆弱性の把握と課題に応じた対策に取組むことにより、安全で安心して暮らせるまちづ

くりを実現する好機ともいえる。 

 

以上のように、都市を巡る情勢変化を見通しつつ、安全・安心の観点を踏まえた将来

像をもとに、行政だけでなく、行政、地域、企業・住民がそれぞれ力を発揮し、各主体

が連携し、総力を結集して取組むことによって、安全で安心して暮らせるまちづくりを

実現することが有効といえる。 
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第３章 政策展開の方向性 

 

３－１．基本的考え方 

安全で安心して暮らせるまちづくりは、豊かな暮らしの実現、活力ある地域づくり、

国際競争力の強化等、様々な取組みの基盤であり、安全で安心な状態が一時的ではなく

持続することが求められる。このため、リスク情報を踏まえ、被害を受けないような対

策を講じるとともに、万一被災した場合にも、深刻な被害とならず、復旧が容易となる

よう、発災前の事前対策を十分に行うことが重要である。 

 

○リスク情報の活用と連携によるまちづくり 

安全で安心して暮らせるまちづくりのためには、行政、地域、企業・住民それぞれが 

ハザードや都市の脆弱性について認識し、対応策を持ち、連携して取組むべきである。 

平常時の役割 

   ‐行政   ：都市計画等による都市の将来像の明示や都市の骨格的な公共施設

整備、リスク情報の整備、地域、企業・住民による防犯パトロー

ルや建物の共同化、耐震化・不燃化等のソフトやハードの取組み

の支援等 

   ‐地域   ：危険箇所の点検等きめ細かな課題の認識や対応等 

‐企業・住民：家具の固定や建物の耐震化・不燃化、ハザードマップの確認等 

各主体がハザードや都市の脆弱性について認識し、危機意識を持つためには、近年充

実しつつあるハザードマップ等の即地的なリスク情報を十分活用することが必要であ

る。 

リスク情報に関しては、これまで分野別に整備されてきているハザードマップの整備

をそれぞれの分野で進めるとともに、使用する目的に応じてわかりやすい形で整理する

ことが重要といえる。リスク情報は、安全で安心して暮らせるまちづくりを検討するた

め、都市計画の基礎情報のひとつとして位置づけ、活用することが有効である。リスク

情報の整理にあたっては、ハザードマップ等のリスク情報の整備主体をはじめとして、

行政において関係部局が多岐にわたるため、リスク情報の整備、具体の対策の実施、企

業・住民への周知等において、地域防災計画等の現行の連携の仕組みを活用すること等

によって、行政内部の役割の整理、認識の共有、連携を図ることが重要である。 

一方、企業や住民の意識を高め、家具の固定や建物の耐震化・不燃化、民地における

雨水浸透ますの設置等、身近でできる取組みを推進するためには、企業・住民が「自ら

は自らが守る」意識が必要であり、行政が災害に関するリスク情報を生活者の視点でわ

かりやすい形で提供するとともに、行政は地域からの提案等を受け止める体制を整える

ことが重要である。 

 

○多様な手法の組合わせによるまちづくり 

地域特性に応じて、公共施設の整備だけでなく、行政、地域、企業・住民による多様
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な手法を組合わせ、安全で安心して暮らせるまちづくりを実現すべきである。 

これまでの対応策は、災害を抑止するための公共施設の整備と、これら施設整備の想

定を超える場合の避難が中心であったといえる。公共施設の整備による安全性の向上は

重要であるが、施設整備だけでは完全に安全性を確保することは困難である。 

一方、建物の耐震化やリスクの高いところへの防災上重要な施設の立地の回避、浸透

性のある舗装、雨水浸透ますの設置、農地の保全というような土地の使い方の工夫によ

って、脆弱性を減らし、危険性を小さくできる可能性がある。開発圧力の減少により、

危険性のある地域における新たな開発を回避し、また、新たに遊休となる宅地を活かし

危険な地域からの移転を誘導できる可能性もある。 

また、ハザードマップ等のリスク情報の整備は行政が行うべき役割であるが、きめ細

かな地域の課題の把握まで行うことは難しいため、地域において、まち歩き等を行い安

全・安心の点検を行い、地域内で課題を共有し、防犯パトロールの重点箇所を決めるな

ど地域内での対応策につなげ、また、状況に応じて行政に対して情報を提供するなど地

域主体の取組みによっても都市の脆弱性を小さくすることができる。 

このように、行政、地域、企業・住民がそれぞれの役割を認識し、公共施設整備とあ

わせ、土地の使い方の工夫による安全性の向上、地域力による危険箇所の把握と犯罪の

未然防止等、各主体による多様な手法の組合わせが重要である。また、人口減少社会を

踏まえ、集約型都市構造への転換を捉えて、災害リスク情報を参考にし、リスクが高い

ところを避けて都市機能を集約するなど、都市構造の誘導による抜本的な対策に取組む

視点も重要である。 
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３－２．政策の方向性 

 

（１）リスク情報の明確化、周知、活用 

（リスク情報の充実、都市の脆弱性の把握・分析） 

自然災害の多い我が国において、安全で安心して暮らせるまちづくりを実現するため

には、行政、地域、企業・住民が十分なリスク情報に基づく危機意識と対応策を持つこ

とが必要である。 

そのためには、内水や造成宅地、液状化等の整備が進んでいないハザードマップの整

備を進めるとともに、これまで分野別に整備されてきた洪水等のハザードマップや倒壊

危険度等の脆弱性等のリスク情報とあわせて、地形・地質、土地利用、施設の位置等即

地的な情報をとりまとめ、総合的に都市の脆弱性を分析することが必要である。また、 

ターミナル駅周辺に代表されるような高密で多様な用途を有する各種施設が集積した

高度利用市街地における、発災時の円滑な避難等、集合体としての安全性等、国におい

て、関係機関と協力し、知見が不十分なリスクについての検討が求められる。 

情報を整備する際には、行政内部で共有できるような情報、企業や住民にわかりやす

い情報となるよう目的に応じて表現上の工夫が必要である。また、企業・住民も含め、

各主体が対策を講じる必要性を認識し、危険度を判断できるような、浸水深や揺れの程

度等のハザードの度合い、発生確率、街区や敷地レベルで把握できる縮尺等、情報の精

度が求められる。 

 

（リスク情報の周知・活用） 

企業や住民がリスク情報に基づく危機意識と対応策を持つためには、行政がわかりや

すい形で情報の周知を図ることが重要である。特に、関心がない人に対しても情報が伝

わるように日常生活の中でリスクを可視化する仕組みが重要と考える。具体の対応策の

提示等、行動に移るための環境を整えることが重要である。 

なお、不確実な内容を含む情報が企業・住民に混乱を与える可能性がある一方、不確

実な内容を含む情報であっても、早めに提供することにより対応について議論を始める

ことが可能となるため、不確実な点を明示した上で、必要に応じてできる限り早く情報

を提供することも重要である。 

また、迅速かつ円滑な避難や水防活動等ができるように、降雨情報等のリアルタイム

情報の提供を充実させていくことが必要である。 

 

（２）都市の将来像の検討 

（リスク情報を活用した将来像） 

安全で安心して暮らせるまちづくりを実現するためには、リスク情報を活用し、都市

の将来像を検討することが効果的である。そこで、ハザードマップ等のリスク情報をも

とに都市の課題を把握し、安全・安心の視点からの将来像を検討し、方向性を提示する

仕組みが重要である。例えば、都市計画や地域防災計画等、既存の仕組みを用いること

が考えられる。都市計画を検討する上での現況把握のための基礎情報のひとつとしてハ
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ザードマップ等のリスク情報を位置づけ、活用することや、あるいは、安全・安心の分

野についても、地震や水害等の各種自然災害への対応、防犯や事故等の日常の安全性の

向上への対応等多岐にわたるため、安全・安心の観点から見た計画を策定し、他の施策

との調整を図った上で、都市計画や地域防災計画に位置づけていくことが考えられる。

なお、地震対策が中心ではあるものの災害危険度評価を行い具体の対策を設定する防災

都市づくり計画の仕組みもあることから、これまでの取組み状況等を把握し、リスク情

報を活用したまちづくりのための仕組みについて検討することが必要である。 

都市は、多様な活動、機能の集合体であることから、将来像を検討する際には、防災

や事故等、安全・安心の視点が重要であることを認識した上で、豊かな暮らしの実現、

活力ある地域づくり、国際競争力の強化等、総合的な視点が重要であることは言うまで

もない。 

 

（安全・安心の観点からの将来像の工夫） 

将来像を描く際には、行政による公共施設の整備だけでなく、地域、企業・住民によ

る対応方針も含めた検討や、施設レベル、地域レベル、都市圏レベル等の視点を持ち、

レベル間の連続性や周辺地域との調整が重要である。 

また、大都市圏における大地震の可能性が高まっている状況等を踏まえ、万一、被災

した場合に備え、災害発生後の迅速かつ円滑な都市復興を推進するため、事前に策定す

べき計画や合意形成手法等の方策についても検討が必要である。このような事前に復興

のための計画を検討することによって、骨格となる公共施設の整備、企業・住民が行う

べき建物の耐震化等の必要性についてもイメージしやすくなるため、予防の取組みの促

進にも有効である。 

さらに、人口減少、災害リスクの高まりなど社会的状況の予測が難しく、また、合意

形成に時間を要することから、将来像を描く段階で具体の手法を詳細に決めてしまうの

ではなく、複数の手法を提示し、状況に応じて決定するような方法も有効と考えられる。

地域内の目指すべき安全の度合いを共有しつつ、具体の整備手法については、リスクの

大きさや対策に要する費用、役割分担とその効果、他に取り組むべき課題の緊急性や重

要性等と比較し地域の合意を得ることが必要である。 

 

（３）リスクを踏まえた都市構造への誘導 

（土地の使い方の工夫） 

これまで、自然災害に対しては、建物の耐震化や密集市街地の解消等、民地における

対策も推進してきたが、河川事業等による水害対策、まちづくりにおける避難地・避難

路の整備等、それぞれの分野において行政による施設整備による対策が中心であった。 

土地の使い方によって脆弱性が変わり、リスクを変えることができ、例えば、急傾斜

地には建物を建てないというように、リスクの高いところは宅地等の利用を避けること

が抜本的な対策となり得ることなど、建物の立地や構造によってリスクが変わることを

認識することが必要である。今後、開発圧力の減少、必要な宅地面積の減少により、新

たに遊休となる宅地を活かすことによって、脆弱性が小さくなるように誘導することも
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可能性がある。 

例えば、水害については、下水道や河川への雨水の流出量をこれ以上増やさない、減

らす、地下空間のような浸水しやすい施設の安全性を確保することなどが挙げられる。

流出量を増やさない手法としては、開発に伴う流出量の増加分への対策を実施する以外

に、農地等における遊水機能の保全が有効であり、河川部局、都市部局、農林部局等関

係部局間における認識を共有化し、遊水地域において効果的に土地利用をコントロール

することが考えられる。また、市街化区域内の残存農地についても雨水の流出量を増や

さないためには、保全することが有効であることから、このような農地を保全するため、

防災の視点も考慮した生産緑地への指定や、宅地需要等の状況を踏まえた上で市街化調

整区域に変更するような対応もある。一方、市街地の雨水の流出量を減らすためには、

学校や公園等の行政が管理する施設における対策のみならず、民地における雨水の貯

留・浸透を促進することが必要であり、駐車場等の非建築利用地についても舗装の方法

によって雨水の流出量が変わることから、貯留・浸透を促すような対策が求められる。

地下空間については、地上出入口における止水の措置を個別の地下施設で行ったとして

も、地下空間の連続化によって、連続している他の施設から浸水するおそれがあること

から、連続化している施設による一体的な防水措置が求められる。 

 地震に対しては、各種施設の耐震化や密集市街地の解消等に取組んでいるが、今後は、

科学的根拠に基づき判明した活断層によって地盤が変位する可能性が高い地域や、液状

化により大きく地盤の状態が変わる可能性が高い地域には、その直上では建物の構造や

配置に配慮する、防災上重要な施設の立地を避けるといった被害を回避・軽減する対策

が考えられる。 

 また、昨今、空き家・空き地の発生による地域の衰退や防犯上の課題等が問題となっ

ている。木造住宅密集市街地等、細分化された敷地に安全性の低い建物が集積している

ような地域においては、倒壊や焼失の危険性が高いため、建物を除却し、暫定的に防災

空地等として地域の一定の安全性を確保することもありうる。また、空き地を種地にし、

敷地の再編や道路等の基盤を整備することが有効といえる。一方、道路等の基盤が整っ

ており、安全性の高い中心市街地においては、発生している空き地・空き家を危険性の

高い地域からの移転先として活用することや、老朽化した建物が多いところでは街区や

敷地の再編を図りつつ、中心市街地における都市機能の集積を促進することが考えられ、

これらは都市の脆弱性を減少させるだけでなく、中心市街地の活性化にも効果がある。

また、公共交通の利便性が低く、都市基盤も脆弱な一部の郊外市街地においては、人口

等の流出や居住者の高齢化の進展に伴い、空き地や空き家等が発生し、荒廃化が急速に

進行する恐れもあり、宅地の集約化や緑地等の自然的土地利用への転換の誘導等により、

著しく生活環境を悪化させることのないよう、低密度化をコントロールすることが必要

と考えられる。その他、浸水リスクの高い地域においては、空き地を活用した雨水貯留

浸透施設の整備も有効といえる。 

以上のように、安全性を確保するためには、災害種別や地域の状況に応じて、様々な

対応の仕方があるが、まずは、災害の発生のおそれのある範囲やリスクが明確化され、

それらリスク情報が共有されることが求められる。 
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また、土地の使い方の工夫を実現する手法には、行政による事業実施、法令による規

制、補助・税制・保険等の経済的手法の活用、情報提供による自助・共助の促進等の様々

な可能性がある。なお、具体的方策については、既に宅地等に利用がなされており、こ

れまで人々が築いてきた生活環境を大きく変貌させる可能性も少なくなく、生活再建や

規制に伴う補償のあり方等の課題があり、今後詳細な検討が必要であり、国内外におけ

る具体的事例も含めた検討を進め、現行の土地利用状況等の地域特性に応じた都市構造

の誘導のための推進方策を整理し、制度設計に結び付けていくことが必要である。 

 

（官民による施設整備の工夫） 

行政による施設整備は引き続き重要であるとともに、民間の施設について、災害時の

滞留空間や緊急電源の確保、雨水の貯留浸透施設の設置等、地域の安全性を向上させる

ように誘導・活用することが重要である。特に、民間投資が活発な都市においては、平

常時から地域内でリスク情報を把握し、共有し、建物の用途や規模等を踏まえた機能分

担等を協議し、開発時に誘導するなど、連携を図ることが必要であり、あわせて、行政

による情報提供や財政的支援等も重要である。 

また、避難場所等の災害時に必要な施設は、馴染みのある場所、使い慣れた施設であ

れば、戸惑うことも少なく利用しやすいと考えられるため、日常から活用されることが

重要であり、分野横断的な視点や非常時と平常時の利用の組合せ等工夫すべきである。

加えて、いつでも使える状態に維持しておくことが必要であることから、整備だけでな

く、その後の管理、運用も重要である。 

防災性や日常の安全性の向上に向けて、従来の施策を引き続き推進するとともに、施

策を検証し制度改善を図ること必要である。特に、以下のような施策について重点的に

取組むことが必要である。 

○密集市街地の改善の加速化に向けた各地区の進捗状況の点検を行い、避難地・避難

路の整備、建物の不燃化・共同化を進めるとともに、形成経緯や現況等の地区特性

を踏まえた対策を実施することが必要 

○地震時に滑動崩落のおそれのある大規模盛土造成地において、造成宅地防災区域の

指定や必要な防止対策を実施していくために、行政機関等との適切な連携・協力の

もと、宅地所有者の円滑な合意形成等の推進方策を検討することが必要 

○被災時に上部の道路空間等に多大な被害をもたらすおそれのある地下街の耐震性

の確保や、連続的に広がる地下空間の一体的な浸水防止対策等、地下空間の安全性

を確保するため、現状の把握とその対策の推進が必要 

○誰もが安全で安心して利用しやすい道路の整備に向けて、無電柱化や踏切対策等が

必要 

○平常時における住民の快適な利用を確保するとともに、災害応急対策施設を備え、

非常時においては、地域住民や帰宅困難者のための避難地、復旧・復興活動の拠点

として機能する都市公園の整備を推進することが必要 

○学校、公園等の公共空間における雨水の貯留・浸透の促進等の行政間の連携を強化   

するとともに、民地における雨水の貯留浸透施設設置を促進することが必要 
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（４）ボトムアップによる課題認識、地域力による対応 

（地域力による対応） 

行政による公共施設整備等の取組みとあわせ、企業や住民等地域における共助の取組

みが重要であり、災害発生時の行政が対応できない状態における応急対応だけでなく、

平常時からの取組みが有効である。 

例えば、地域の人々の目から、交通事故の多い交差点や危ない空き地・空き家の位置、

移動等円滑化のためのバリア箇所、浸水頻発箇所、避難路・避難所の利用のし易さ等の

安全・安心の点検を行うことにより、地域の課題をきめ細かに明らかにし、そのような

課題を地域の人々が共有し、課題を踏まえ、ブロック塀を生垣に変える、防犯パトロー

ルを実施するなど地域特性にあわせ具体的な対応策につなげることが重要である。さら

に、浸水頻発箇所や避難所の状況等、行政に対して情報を提供し、行政の対策にも必要

に応じて反映することが求められる。また、市街地整備事業等において、住民の参画を

得ながら、計画的、面的に整備を進めていく中で、事業後のまちの管理・運営に備えた

取組みを進めていくことも有効である。 

地域力の担い手として、自治会等の従来型の地域コミュニティだけでなく、まちづく

りＮＰＯや退職者等、地域に目を向け、関心を持つ機会が増えている。まちづくりに参

加することが人々の生きがい、満足感につながる面もあることから、人々の関心や意欲

をくみとり、地域の主体的な役割を重視することにより、地域における対応の実効性を

高めることが重要である。 

また、企業も地域の構成員であり、特に、高度利用市街地では常住人口に比して就業

者や来街者が多く、地域住民や地方公共団体のみでは対応が難しく、企業活動が行われ

る空間のまちづくりであることを踏まえ、住民だけでなく企業も地域の一員として位置

付けることが必要である。 

 

（地域力が発揮しやすい環境整備） 

地域と行政との関係については、これまでは行政の各分野の担当が、情報提供や活動

支援等、個別に対応しているために、情報がわかりにくいといった点や、地域の課題認

識やまちづくり提案を行政が受け止められていないといった状況もある。  

したがって、情報をまとめてわかりやすく提供するとともに、地域の活動をコーディ

ネートする人材等の育成や財政的支援、地域の課題認識やまちづくり提案を行政が受け

止める仕組み等の地域力が発揮しやすい環境整備が必要である。 

例えば、高齢化等により地域力が強く求められている雪処理の担い手の確保について

は、まず第一に、地域の住民等による共助による雪処理活動を行う仕組みをつくること

が重要である。その際、市町村と自治会等が中心となる連絡協議会を組織し、雪処理の 

安全管理等を担う管理者を選任して、地域一斉除雪等を推進することが有効といえる。

一方、地域内の共助だけでは、雪処理が困難な場合には、市町村は道府県と連携して、

地域外のボランティア等の担い手を確保し、地域に派遣するといった仕組みを整備する

必要がある。 
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第４章 おわりに 

 

 今後、安全で安心して暮らせるまちづくり推進方策について検討するにあたっての留

意点を記す。 

まず、人口減少、更新時期の到来等の社会的状況の変化を好機ととらえ、安全性の向

上に活かすという発想が重要である。 

行政と地域、企業・住民の各主体が役割を認識し連携し取組む必要があるが、「自ら

は自らが守る」という発想は人々に十分浸透しているものではない。このため、意識啓

発や企業・住民が取組みやすい技術開発等を推進するなど、それぞれが果たすべき役割

を認識し、共有を図ることが重要である。一方、国・都道府県・市町村の役割分担につ

いては、地方分権によって都市計画、都市整備に関する市町村の権限が大きくなると推

測されるが、ハザードに関する情報の整備等、高い専門性が求められる内容が含まれて

いるため、体制や財政状況等の実態を踏まえた検討が必要である。また、具体の推進方

策を検討するにあたっては、これまで行ってきた施策の検証を行うことが重要である。 

自然災害のリスクの高まり等を踏まえると、施設整備のみの対策には限界があるため、

安全で安心して暮らせるまちづくりの実現のためには、土地の使い方を誘導することが

重要になると思われるが、住民生活や経済活動に影響が及ぼすため慎重な検討が必要で

あり、土地利用状況等を十分に把握することが重要である。加えて、相続の発生により

土地の所有者が変わることは、土地の使い方を変える契機となるものの、一方で所有者

が多数になるなど、まちづくりのための対応を難しくする危険性もあり、対応の検討が

必要である。 

安心して暮らすためには、防災や防犯にとどまらず福祉の向上や雇用の安定等、さま

ざまな分野があるため、防災や防犯というテーマをきっかけとして、地域における安

全・安心に関わる様々な議論や対応につながり、安全で安心して暮らせる活力あるまち

の実現に資することが期待される。 

 

 

 

 


